
安保関連三文書の閣議決定に抗議・反対します 
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私たち「教会と政治フォーラム」の世話人一同は、日本政府が日本国憲法に従って軍事力に依存

しない平和構築をめざし、市民が平和に生きる権利と世界の平和に貢献することを切に求めます。

ゆえに以下の理由から、２０２２年１２月１６日に閣議で決定された「安保関連三文書」および、

防衛費をＧＤＰ比２％に倍増する軍事大国化と軍拡増税に反対します。 

 

 

１． 政府は、日本国憲法による国民の負託を無視している 

 

安保関連三文書の閣議決定の重大な問題は、憲法原則を１８０度転換させながら憲法論議や国会

での説明を何一つしようとしないことにあります。歴代政権が死守した「専守防衛」を「敵基地攻

撃能力」へと転換し、防衛予算のＧＤＰ比１％枠をあっさり破って倍増と決め、あたかも解決済み

であるかのように憲法論議をしようとしない態度は、国会無視と言わざるを得ません。 

昨年１２月１６日の閣議決定は、臨時国会の閉会後、通常国会開会前を狙うかのようでした。首

相は、２０２１年１２月６日の臨時国会での所信表明演説で「新たな国家安全保障戦略、防衛大綱、

中期防衛力整備計画を、概ね１年かけて、策定する」と宣言をしておきながら、国会審議が始まる

前の２０２２年１月７日の「日米安全保障委員会２+２」で「共同宣言」を行い、これを既定路線と

して、国会ではまともな論議を行わずに、同年５月２３日に「日米首脳共同声明」を行いました。

また同年の「臨時国会」でも「あらゆる選択肢を排除せず現実的に検討する」と語るのみで具体的

な説明はせず、国会閉会後の１１月２５日に、与野党協議で初めて政府案を説明しました。政府の

「有識者会議」の、わずか４回の会議のお墨付きにより、政府が重大方針を決定したことは、国会

軽視であり、説明すら不必要とする驚くべき態度でした。今年1月２３日の第211回通常国会の施

政方針演説で、「昨年末、一年を超える時間を掛けて議論し、検討を進め、新たな国家安全保障戦略

などを策定致しました」と語ったのは事実に反しています。 

 

 

２． 政府は、憲法の原則の変更を閣議で決定している 

 

憲法原則の重大な変更は、国民投票を伴う改憲で決定するべきもので、閣議の解釈変更だけで決

定することではありません。「戦力不保持」を原則とする日本国憲法第９条は「敵基地攻撃」や「先

制攻撃」を禁止しています。それを、「自衛のため」であれば集団的自衛権による先制攻撃も可能と

することは、明らかに憲法原則の重大な転換であり、それは改憲によって信を問うべきものです。 

日本国憲法前文に明記された外交の原則は「平和を愛する諸国民の公正と信義に信頼して、われ

らの安全と生存を保持しようと決意した」であり、「信頼関係」を基調とする外交に基礎を置くべき

です。ところが、「外交・安全保障双方の大幅な強化」と言って、武力を背景とする威嚇を外交の前

提とすることは、憲法の原則の大転換です。「戦力不保持」の日本国憲法９条は、「国防」のための



軍事的公共性を前提としていません。自衛隊が、スタンドオフ機能を持つ長射程ミサイル、長距離

戦略爆撃機、攻撃型空母を保持することが許されないことは、歴代政権によって確認されています。

１９８８年４月６日参議院予算委員会での瓦力防衛庁長官の答弁では「個々の兵器のうちでも、性

能上専ら相手国の国土の壊滅的破滅のためにのみ用いられるいわゆる攻撃的兵器を保有することは、

これにより直ちに自衛のための必要最小限度の範囲を超えることとなるから、いかなる場合にも許

されず、したがって、例えばＩＣＢＭ，長距離核戦略爆撃機・・・長距離戦略爆撃機、あるいは攻

撃型空母を自衛隊が保持することは許されず、このことは累次申し上げてきているとおりでありま

す」と明言しています。 

しかし、首相は今年１月２３日の第 211 回通常国会の施政方針演説において、「今回の決断は、

日本の安全保障政策の大転換ですが、憲法、国際法の範囲内で行うものであり、非核三原則や専守

防衛の堅持、平和国家としての我が国としての歩みを、いささかも変えるものではないということ

を改めて明確に申し上げたいと思います」と語りました。これは明らかな矛盾であり詭弁です。 

 

 

３． 政府は、軍事的威嚇により戦争を誘発しようとしている 

 

米軍は２０１０年以降、国防戦略の見直しによって海空統合作戦を提唱し、「アクセス阻止・エリ

ヤ拒否」を有する敵を打倒するための作戦構想である機動展開前進基地作戦（ＥＡＢＯ）に踏み切

りました。これは軍事的な威嚇によって、戦争を誘発しかねない戦略です。その米軍と自衛隊が一

体となり、日米両政府が沖縄の西南諸島一体に攻撃軍事拠点を置くことが報道されています。これ

は中国への先制攻撃が可能な兵力・戦略を持って日常的に中国に対峙する軍事戦略であり、中国を

はじめ近隣諸国との軍事的緊張を高め、不慮の軍事的衝突を誘発する危険をはらんでいます。これ

により、沖縄と南西諸島の１６５万人の命は危険に晒され、再び捨て石とされてしまいます。軍事

的な威嚇は「戦争の抑止」ではなく「戦争のリスク」です。 

軍拡は、日本を戦争の当事国とし、自らの首を絞める危険な行為です。「剣を取るものは剣で滅び

る」（新約聖書マタイの福音書２６章５節）の聖書の言葉の通り、戦争回避は軍拡によってではなく、

軍縮によってなされます。 

 

以上の理由から、私たちは安保関連三文書の閣議決定に抗議し、軍拡路線に強く反対し、憲法尊

重擁護義務を負う政府が、「抑止力神話」の虚構から脱却し、日米軍事同盟から距離を置き、軍拡で

はなく軍縮に、方針の大転換をすることを強く求めます。私たちは東アジアから引越しをすること

はできないのですから。 

 

２０２３年３月１日 

教会と政治フォーラム 

代表世話人 山口陽一 

 


